
○近江八幡市小規模保育改修等支援事業補助金交付要綱 

平成２６年７月１日 

告示第１１２号 

改正 平成２７年６月１２日告示第１３１号 

（題名改称） 

平成２７年７月８日告示第１５３号 

平成２８年３月３１日告示第６４号 

平成２８年１０月２６日告示第２１０号 

平成２９年６月９日告示第１３７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６６号）第４３条に

基づき地域型保育給付（小規模保育に限る。）の支給に係る事業を行う者として市

長の確認を受けた事業者又は確認を受けることが予定されている事業者に対し、予

算の範囲内で近江八幡市小規模保育改修費等支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付し、賃貸物件等により新たに小規模保育事業の設置するための改修等

に要する経費を補助することについて、近江八幡市補助金交付規則（平成２２年近

江八幡市規則第５５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによるものとする。 

（平２７告示１３１・全改） 

（補助対象者等） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内で小

規模保育事業を整備しようとする事業者又は運営する事業者とする。 

２ 補助対象者が運営する小規模保育事業は、設備及び運営に関し、近江八幡市家庭

的保育事業者等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年近江八幡市

条例第３５号）の基準を満たすものでなければならない。 

３ 施設の改修等に係る補助金の交付は、定員拡大又は老朽化に伴う既存施設の改修

が必要となる場合を除き、１事業所につき１回を限度とする。 

（平２７告示１３１・平２８告示２１０・一部改正） 



（補助金額等） 

第３条 補助基準額、補助対象経費及び補助率は、次の表のとおりとする。 

補助基準額 補助対象経費 補助率 

３，２００万円 賃貸物件等を活用した小規模保育事業所の新設、

定員の拡大又は老朽化に伴い必要となる経費（改

修費等又は賃貸借料（礼金を含み、敷金を除く。）） 

４分の３以内 

２ 補助金の額は、補助基準額と補助対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額

を控除した額を比較して少ない方の額に補助率を乗じて得た額とする。ただし、算

出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めたときは、これを減額することがで

きる。 

（平２９告示１３７・全改） 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、別に定める期日まで

に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 近江八幡市小規模保育改修費等支援事業補助金交付申請書（別記様式第１

号） 

（２） 事業計画書 

（３） 工事設計書及び工事図面 

（４） 収支予算書及び経費明細書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（平２７告示１３１・一部改正） 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定したときは、近江八幡市小規模保育改修費等支援事

業補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により補助対象者に通知するものとす

る。 



（平２７告示１３１・一部改正） 

（変更交付申請書） 

第６条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助金の交付決定後、申請の内容を変更しようとするときは、近江八幡市小規

模保育改修費等支援事業補助金変更交付申請書（別記様式第３号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があったときは、その申請の内容を審査し、適当

と認めたときは、近江八幡市小規模保育改修費等支援事業補助金変更交付決定通知

書（別記様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

（平２７告示１３１・一部改正） 

（事業実績報告） 

第７条 補助事業者は、当該補助事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は

当該補助事業を実施した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに次に掲

げる書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 近江八幡市小規模保育改修費等支援事業実績報告書（別記様式第５号） 

（２） 事業報告書 

（３） 工事精算設計書（図面及び写真添付） 

（４） 工事関係決算書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（平２７告示１３１・一部改正） 

（補助金の額の確定等） 

第８条 市長は、補助事業の実績報告書を受けた場合においてはその報告書を審査し、

その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の内容及びこれに付した条件に適

合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、近江八幡市小規模保育改修費等支援事業補助金交付確定通知書（別

記様式第６号）により、当該補助事業者に通知しなければならない。 

（平２７告示１３１・一部改正） 

（補助金の請求） 



第９条 前条の通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を請求する場合には、近江

八幡市小規模保育改修費等支援事業補助金請求書（別記様式第７号）を市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、当該補助金を交付するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、補助事業等の目的を達成するために市長が特に必要が

あると認めたときは、交付すべき補助金の額の全部又は一部を概算払い又は前金払

いで交付することができる。この場合において、補助事業者は、市長が必要と認め

る事業実施状況に関する書類を提出しなければならない。 

（平２７告示１３１・一部改正） 

（財産の処分制限） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付を受けた小規模保育事業を廃止し、休止し、

若しくは他の目的に使用する場合又は譲渡し、交換し、貸付け、若しくは担保に供

するときは、あらかじめ市長に協議してその承認を受けなければならない。 

（補助金の返還等） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その交付決定の全部若し

くは一部を取り消し、及び既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるも

のとする。 

（１） 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（２） 規則又はこの要綱に違反したとき。 

（３） 書類の記載事項に虚偽があったとき。 

（４） その他市長が不適当と認めたとき。 

２ 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて開設した小規模保育事業が、

開設後１０年に満たずに事業を廃止した場合は、当該補助金の交付額に次の表に定

める率を乗じて得た額を市長に返還しなければならない。ただし、特別の事情があ

ると市長が認めたときは、この限りでない。 

５年未満 ５年以上６年

未満 

６年以上７年

未満 

７年以上８年

未満 

８年以上９年

未満 

９年以上１０

年未満 



１００％ ５０％ ４０％ ３０％ ２０％ １０％ 

（平２７告示１５３・一部改正） 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成２７年告示第１３１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、改正前の近江八幡市小規模保育事業設置運営

補助金交付要綱の規定に基づきなされた処分、手続その他の行為は、この要綱によ

る改正後の要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

付 則（平成２７年告示第１５３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成２８年告示第６４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置の原則） 

２ 近江八幡市の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであって、この

告示の施行前にされた近江八幡市の処分その他の行為又はこの告示の施行前にされ

た申請に係る近江八幡市の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

３ この告示による改正前の告示の規定により不服申立てに対する市の決定その他の

行為を経た後でなければ訴えを提起できないこととされる事項であって、当該不服

申立てを提起しないでこの告示の施行前にこれを提起すべき期間を経過したもの

（当該不服申立てが他の不服申立てに対する市の決定その他の行為を経た後でなけ

れば提起できないとされる場合にあっては、当該他の不服申立てを提起しないでこ



の告示による改正前にこれを提起すべき期間を経過したものを含む。）の訴えの提

起については、なお従前の例による。 

付 則（平成２８年告示第２１０号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成２９年告示第１３７号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第４条関係） 

（平２７告示１３１・一部改正） 

別記様式第２号（第５条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第３号繰上・一部改正、平２８告示６４・

一部改正） 

別記様式第３号（第６条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第４号繰上・一部改正） 

別記様式第４号（第６条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第６号繰上・一部改正、平２８告示６４・

一部改正） 

別記様式第５号（第７条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第７号繰上・一部改正） 

別記様式第６号（第８条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第９号繰上・一部改正） 

別記様式第７号（第９条関係） 

（平２７告示１３１・旧別記様式第１０号繰上・一部改正） 

 


